
法定外公共物の払い下げに係る事務処理要領 

 

（目的） 

第１条 波佐見町は，国有財産特別措置法（昭和２７年６月３０日法律第２１９号）に基づき国から取

得した法定外公共物の払い下げについては，地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号），財産

の交換，譲与，無償貸付等に関する条例（昭和３９年３月２６日条例第１３号）、波佐見町財務規則（昭

和３９年７月１３日規則第１０号）及びこの要領に定めるところによる。 

 

（払い下げ対象地及び払い下げ対象者） 

第２条 払い下げ対象地（以下「対象地」という。）は，国有財産特別措置法第５条第 1 項第５号及び道

路法第９０条第２項に基づき譲渡許可された土地とする。 

２ 払い下げ対象者（以下「対象者」という。）は，対象地に隣接する土地の所有者又は利用者とする。 

 

（事前審査） 

第３条 当要領に基づき対象地の払い下げを受けようとする者（以下「申請人」という。）は，払い下げ

を受けようとする土地（以下「申請地」という。）の概要を法定外公共物払下事前審査申請書（様式第

1 号）に記載のうえ提出するものとする。 

２ 様式第 1 号に添付する書類は次のとおりとする。 

（１）位置図，現況平面図，計画平面図（払い下げ地予定地），地籍図 

（２）その他町長が必要と認めるもの 

３ 前項の添付書類については，併合が可能なものはこの限りではない。 

４ 町長は，申請人及び申請地の適格性について，現地等調査の結果を審査のうえ，適当と認められる

ものについて，その条件を申請手続開始通知書（様式第２号）に記載のうえ，申請人に通知するもの

とする。 

５ 前項に付する条件は次の各号による。 

（１）払い下げの方法 

（２）分筆登記の有無とその方法 

（３）隣接者及び利用者の同意の有無 

（４）その他町長が認める事項 

６ 町長は，不適当と認められるものについては，その内容を付して口頭又は文書で申請人に通知する

ものとする。 

 

（調査及び審査内容） 

第４条 前条の現地等調査の事項は，次の各号によるものとする。 

（１）申請地の対象地要件 

（２）申請人の対象者要件 

（３）申請地の現況及び法定外公共物機能の有無 

（４）分筆登記の有無 

（５）隣接所有者及び関係者の同意の有無 



（６）申請地を払い下げた場合の付近への影響の有無 

（７）その他町長が必要と認める事項 

 

（申請手続） 

第５条 申請人は，申請手続開始通知書に記載された条件を承諾及び履行完了したときは，法定外公共

物払下申請書（様式第３号）を提出するものとする。 

２ 法定外公共物払下申請書に添付する書類は次のとおりとする。 

（１）計画平面図（払い下げ地申請地），地籍図，登記簿謄本 

（２）隣接所有者，関係者の同意書（様式第４号の１，様式第４号の２） 

（３）その他町長が必要と認めるもの 

３ 町長は，申請書を審査のうえ，適当と認められるものについて，普通財産への用途変更後、土地売

買契約を締結するものとする。 

４ 町長は，土地売買締結後直ちに納付書を申請人に送付するものとする。 

５ 町長は，納付を確認後、遅滞なく所有権移転登記の関係書類の発行を行うものとする。 

 

（隣接所有者及び関係者の同意の特例） 

第６条 第３条の審査項目の内，隣接所有者及び関係者の同意を要しないと認められる要件は次の各号

の全てを満たすものとする。 

（１）申請地に隣接する民有地が申請人の所有地のみのとき。 

（２）現況調査の結果，分筆登記を行うことにより，法定外公共物の機能が保全されるとき。 

（３）申請地の利用者が申請人のみとみとめられるとき。 

 

（事前着手） 

第７条 下記の各号の全てを満たす場合，土地売買契約締結前の事前着手を認めることができる。 

（１）事前着手に関する覚書（様式第５号）を締結したとき。 

（２）分筆登記に係る隣接所有者の境界確認が得られたとき。 

（３）その他町長が特に必要と認める事項を満たしたとき。 

２ 前項の規定により，事前着手を認めるときは，第５条に定める添付資料のうち，登記簿謄本は申請

地に係る分筆登記が完了後，添付するものとする。 

 

（払い下げの特例） 

第８条 申請地の払い下げについて、申請地の法定外公共物の機能が申請者の所有する土地との交換に

より保全されるときは交換によることができる。 

 

（売買提示価格） 

第９条 売買により提示する価格については，払下申請地と利用目的を同じくする隣接地及び周辺の現

況地目の評価額、売買実例価格及び町買収価格を元に算出する。 

 

 



（経費負担） 

第 10 条 表示登記、現地測量、分筆登記、登録免許税ほか申請に係る経費は申請人の負担とする。 

 

（内部所管） 

第 11 条 内部所管については，次の各号による。 

（１）申請窓口，調査・審査及び決定（通知）については，建設課とする。 

（２）分筆登記に係る境界確認については，建設課及び企画財政課とする。 

（３）提示売買価格算出，土地売買契約及び所有権移転登記については，企画財政課とする。 

 

（その他） 

第 12 条 この要領に定めるもののほか，法定外公共物の払い下げについて必要な事項は町長が定める。 

 

（施行期日） 

１ この要領は，平成１５年４月１日から施行する。 

 

 付 則 

この要領は，平成１５年１２月１日から施行する。 

 

 付 則 

この要領は、令和元年１１月１日から施行する。 

 


